


口が期待されており、観光振興と連携した水産業や水産物の活用策が求められている。

3活性化の取組方針
(1)前期の浜の活力再生プランにかかる成果及び課題等

(2)今期の浜の活力再生プランの基本方針
漁業所得を向上させる為、流通の合理化、漁獲物の付加価値向上、JFしまねの販売力（イオン、

ダイエー等）の利用、また島外だけに頼らない地元での魚食普及を推進する。水産業の活性化に
は、島外就業者の確保が不可欠であり、その家族の就業先も確保する為、加工施設の整備、自然
環境の保護·整備、防災対策を整え、地域への定住化を促進する。若手漁業者の取組みやすいイ
ワガキ養殖の振興また付属する殺菌装置の整備、拡充をし、加工施設での雇用も増やし、地域漁
業の担い手を育成する。

①魚価向上対策
・船上冷却設備の更新
・活魚出荷、神経締処理の普及

I ・地産地消及び地元住民への魚食普及の促進
・地元観光産業との連携による魚食普及
•一次加工施設の整備
・大手小売業等への直接販売

②漁業経費の削減
・出漁時の減速航行、効果的な船底清掃
・省エネ機関・機器の導入
・漁船の更新及び機関換装
•海上輸送コストの効率化
•生産基盤の整備・保全、環境改善

③漁業環境整備
・藻場の造成、稚魚・稚貝の放流、植林活動、魚礁整備
・有害生物の駆除
・自主規制による禁漁地区 ・ 期間の設定

④後継者対策
・漁業就業者支援事業の活用
・体験漁業の実施
・地域定住対策の活用
・漁業複合経営の推進
・家族の就労推進（ 一次加工施設）

(2 )漁獲努力の削減・維持及びその効果に関する担保措置
漁業法をはじめ県漁業調整規則、漁業調整委員会指示等、関係法令を遵守するとともに、漁業種ごとに策

定した資源管理計画の自主的管理措置により、資源の維持増大と漁業秩序の維持を図っている。
※プランの取組に関連する漁業調整規則や漁業調整委員会指示等について記載する

(3)具体的な取組内容（毎年ごとに数値目標とともに記載）













漁業コスト削
減の た め の
取組

活用 す る 支
援措置等

• 一本釣り漁業者は、新たに選定した魚種について、先進地視察することで、漁獲方法の効率化を
図る。さらに、新規の魚介類について、試験的な出荷等を継続して行う。
•まき網漁業者は漁協、加工業者と協力し、地元で水揚げしたアジ・ハマチ等の学校給食への食
材提供を継続すると共に、採介藻漁業者も他の食材として貝類（炊込用等の材料）の提供を行い魚
価の向上を図る。
・漁業者は、島根県、町村とも連携し、各地の産業祭、全国シーフードショー等、様々なイベントに
参加して、地元水産 物の積極的な宣伝活動等により新たな販路を開拓し、活魚、鮮魚、貝類、加
工品の販売先を増やすこと により、漁業収入の増加を図る。
④イワガキ養殖施設、付属施設の増設
イワガキ養殖業者は、増設した養殖施設、付属施設の運用を開始し、生産量を拡大するとともに、
大手小売業への販路を確保し、単価の向上を図る。
⑤漁業就業者確保のための取組
漁業者は漁協•町・県と連携し、各種の新規漁業就業者支援事業等により、全国から若い漁業の
担い手を募集し、1年間の漁業体験を実施し、次年度以降の後継者及び担い手確保に繋げてい

以下の取組により、漁業経費を6%削減する。

①燃油高騰に対する取り組み
漁協は、漁業経営セーフティーネット構築事業へ加入促進を図り、燃油の高騰に備える。
②省燃油活動の推進
全漁船は、減速航行、不要な積載物の削減による船体の軽量化、定期的な船底清掃等、省燃油
に繋がる活動を実施して燃油コストの削減を図る。
③省エネ機器等の導入

漁業者による省エネ機関・機器等の導入により、漁業経費の低減化を図る。
④海上輸送費の補助事業

漁協は国及び地元自治体の協力のもと、離島漁業者が魚市場等本土に出荷する際の運搬船の
安定的・効率的な運航に努め、漁業者の海上輸送コストの負担を軽減する。
⑤生産基盤の整備・保全、環境改善
漁業者は漁協・県・町村と連携して生産基盤の整備・保全及び軽労化施設整備などの環境改善に
より漁業経費の削減化を図る。

漁業経営セーフティーネット構築事業
離島漁業再生支援交付金事業
漁業人材育成総合支援事業
西ノ島町・知夫村による海上輸送費補助事業・新規漁業者支援事業
水産業強化支援事業
水産業成長産業化沿岸地域創出事業
特定有人国境離島漁村支援交付金
県の担い手事業

プランの実施期間が6年以上となる場合、記載欄は適宣増やすこと
※「活用する支援措置等」欄に記載するのは国の支援措置に限らない。

(3) 関係機関との連携

該当なし

4 目標
(1) 所得目標

漁業戸五云五戸年 平成 28~30 年度平均：漁業所得 (1 経営体あたり）  円
10%以上 目標年 令和 6 年度 ：漁業所得 (1 経営体あたり）   円

(2) 上記の算出方法及びその妥当性



C 

※算出の根拠及びその方法等について詳細に記載し、必要があれば資料を添付すること。

(3)所得目標以外の成果目標

全水揚げの平均単
価向上

基準年

目標年

(4)上記の算出方法及びその妥当性

平成28~30年度平均

令和6年度

89円/kg

94円/kg円

基準年については、平成28~30年の漁獲金額及び漁獲量の実績値の平均値から平均単価を
算出した。
目標年については、各年のプランの取組による漁獲量及び金額の増加量・額を算出し、それらを
積算した目標年の数値から算出した。

5関連施策
活用を予定している関連施設名とその内容及びプランとの関連性

事 業名 事業内容及び浜の活力再生プランとの関係性

漁業経営セーフティーネット構築事業 ・燃油高騰による漁業経費の増加に備える

離島漁業再生支援交付金事業 ・漁業収入の向上（神経締め等による単価アップ）

漁業人材育成総合支援事業 ・磯根資源の回復による漁業収入の増加

新規自営漁業者育成事業（県単） ・漁業就業者数の新規確保·維持
西ノ島町・知夫村による海上輸送費補

・離島運賃助成による漁業収入増加助事業

•新規漁業者支援事業 ・住宅家賃補助等による新規着業者の生活安定

水産業強化支援事業 ・漁業施設の機能保全






